
平成２３年１２月６日

高知県公共交通経営対策検討委員会提出資料

　　　　　　土佐電気鉄道株式会社

1. 増収対策への今までの取組

⑴ 利便向上

① パーク＆ライド・サイクル＆ライド開始

桟橋車庫前、県立美術館通、鏡川橋、後免町、いの町にパーク＆ライド駐車場設置。

文珠通他１２か所にサイクル＆ライド駐輪場設置。

② 電停整備（バリアフリー化等）

高知橋電停新設、はりまや橋電停新設、北内電停新設、後免町電停整備、ＪＲ高知駅乗入れ開始。

平面電停対策　東新木電停上り、介良通電停上り、船戸、新木、明見橋、長崎、北浦各電停上り

いの駅舎建替え工事完成。

③ 路線運行の見直し

文珠通折り返しを領石通まで延長、高知駅より県庁方面直通便運行開始。

④ 広報活動

電車の日イベントの開催。

軌道全沿線に路線図、ガイドブックを配布し利用促進。

⑵ 運賃制度の見直し

① 環境定期の導入

通勤定期保持者本人と同伴する同居家族の土日祝の利用を１乗車100円に割引し、休日の公共

交通の利用促進を図り、ＣＯ２削減に寄与。

② 帯屋町お買物割引の導入

中心商店街で3,000円以上のお買物で、市内均一区間無料乗車券を発行。

③ いきいき定期の販売開始（H12.9～H21.1）

65歳以上の高齢者を対象に格安全線フリー定期の販売を開始し、高齢者の外出を促進し、生き

がいづくりと健康増進に寄与。

④ 小学生特別割引パスポートの開始、学生特別割引パスポートの開始

土日祝の利用時にパスポート及び学生証の提示で運賃半額割引で利用促進。

⑤ 電車専用2,000円回数券販売開始、電車専用1,000円回数券販売開始。
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⑥ 全線1日乗車券の販売を開始、1日乗車券の様式を変更し車内販売を開始

⑦ いきいき定期の料金値上げ（H16.10）

⑧ 運賃改定（H19.1）平均8.1％の運賃値上げと併せて市内均一区間の拡大を実施

⑨ 毎月第1日曜日の運賃割引（H20.4～H22.3）全線１乗車100円に割引し、休日の利用促進

⑩ ICカードですかを導入（H21.1）

ICカード導入により、利便性の向上ならびに公共交通の利用促進を図り、CO2削減に寄与。

⑪ 高齢者向けICカード定期「おでかけ電車65」の販売開始（H22.1)

ICカードによる、65歳以上の高齢者を対象に格安全線フリー定期の販売を開始し、高齢者の外出

を促進し、生きがいづくりと健康増進に寄与。

⑫ 高知駅桟橋線にて昼間時間帯の割引運行実施（１００円）。

２. 経費削減への今までの取組

⑴ 業務及び仕業の見直し並びにダイヤ改正

① 低床電車「ハートラム」のワンマン運行開始　それに伴い車掌３名→１名に変更（H17.9）、乗務

仕業見直し　本仕業６減　予備仕業６減（H13.12）、平日電車助役仕業１減（H14.9）、乗務員

の連続乗務時間延長（H15.4）、拘束時間枠の撤廃及び実働時間の延長（H20.4）、精算係の

体制見直しにより１仕業削減（H10.5）

② 保線係の日祝勤務体制の見直しにより　3名→２名に変更（H10.4）、知寄町変電所の電気係員

常駐勤務の廃止　宿直者３名→２名に変更（H15.12）、精算係1名削減（H17.5）、電気係の宿

直体制の見直しにより２名→１名に変更（H22.10）、電気係の日祝勤務体制の見直しにより４名

→２名に変更（H22.10）　

③ 領石通折り返しを文珠通に変更により　特仕業を８減（H18.4)

④ ダイヤの変更　日祝ダイヤの運行開始　特仕業９減（H19.10）、　土日祝ダイヤの運行開始　特

仕業１６減（H20.4）

⑵ 電車部門における経費削減

① いの駅長業務を廃止し完全無人化（H11.5）、知寄町駅長業務を廃止し完全無人化（H14.9）

② 労働条件改正による仕業組み換えで特仕業減及び時間外精算方法変更（H15.4）
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③ 電車用動力費の契約を単年度契約から３年契約に見直し（H16.4）

④ 電車車内温度保持を心掛け暖房装置適時切り替えによる動力費削減の徹底（H18.11）

⑤ ラッシュ時の電車営業運転を輸送課免許保有事務員の乗務による時間外手当の削減(H22.4）

⑶ 全社的労働条件の見直し

① 全社員の基本給一律５％カット、時間外割増率ダウン、中間手当廃止（H12.7）

② 再雇用制度（OB社員制度）導入（H12.10）、OB社員給与を日給から時給に変更（H13.6）

③ 新規採用者の契約社員制度導入（H13.8）、新人事制度導入（H14.4）、定昇、ポイント制給与

制度導入、退職金、基本給の上限設定（H14.9）、管理職の役職手当を人事評価による変動制

に変更（H21.4）

④ 業務上、通勤災害の付加給付減額（H15.4）、月給者の病欠賃金補償の廃止（H15.4）

⑤ 再雇用者手当の廃止（H17.4）、休業手当金の見直し（H17.5）

⑥ 自己都合退職者の退職金分割支給開始（H17.8）、退職金の対象勤続年数を日数管理に変

更（H21.4）

⑦ 四国島内の日帰り出張の日当支給の廃止（H17.5）

⑷ 人員削減

① 早期退職者の募集　３０名（H17.10）

⑸ 福利厚生の見直し

① 生理休暇の無給化（H15.4）

② 健康保険組合を解散（H16.2）、土電生協閉店（H16.2）

③ 被服貸与規定の改定による支給期間延長及び支給枚数の削減（H19.4）

⑹ その他

① 株主優待乗車券の廃止（H17.4）

② 桟橋事務所の清掃業務を社員による自社化の実施（H17.5）

以上の取組により、電車部門の人件費（厚生費含む）は１０年間（平成１３年度と平成22年度対比）で、

3億3,900万円削減いたしました。
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３． 今後の収支見込について

○前回までの考え方 別表　１

１） 運送収入の見込み

　特殊要因のあった年度を除く、過去１０年間の平均減少率を自然減として見込む。

　平成１９年度以降の運送収入に直接影響のあったICカード導入、土佐龍馬であい博イベント効果

　等の特殊要因のあった年度を除く、平成１８年度から過去１０年間の実績平均値を算出し自然減を

　２．５％としていました。

２） 費用の見込み

　直近の平成２２年度をベースに算出。ただし、減価償却費は平成１７年度から平成２１年度の平均増

　加額を平成２３年度以降の各年度に加算していました。

○今回の考え方 別表　２

１） 運送収入の見込み

　過去１０年間の平均減少率を定期外運賃、定期運賃別に算出し、自然減として見込む。

　平成２３年度上期実績をベースに、今後１０年間においても、高知県をあげて観光・環境に力をいれ

　ていくこと等から、再検討した結果、直近平成２２年度から過去１０年間の実績平均値を定期外運賃、

　定期運賃別に算出し、定期外の自然減１．５％、定期の自然減０．３％に上方修正しました。

２） 費用の見込み

　人件費、厚生費は平成２２年度をベースに算出していましたが、より正確な数字を出すために、

　平成２３年度上期実績をベースに算出し直しました。

　経費は上記運送収入の見直しにより、ＩＣカードの運送収入に係る費用が変動しますので、その

　科目を見直しました。

　減価償却費は、より正確な数字を出すために、平成２３年度以降の投資を精査し見直しました。

過去の人件費推移（H13年度～H22年度） （百万円）

年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

人件費 896 774 700 681 660 657 680 604 593 602

厚生費 121 109 99 72 69 71 72 67 65 76

合計 1,017 883 799 753 729 728 752 671 658 678
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４． 運賃設定の考え方

○距離換算による分析 別表　３－１～３－５

1） 22年度の利用距離・利用者数・利用額を算出 　　　別表　３－１　①

 まず、IC利用明細より、SF実績を集計。次に、現金とSFの収入比率から、現金の数値を算出。

 SF実績値と現金予測値を足した数値を、22年度の定期外合計とする。

2） 22年度の利用距離平均・キロ運賃・平均利用額を算出　 　　別表　３－１　②

  1）の利用距離合計を利用者数で割り、利用距離平均を算出。利用額合計を利用距離合計で

 割り、キロ運賃を算出。算出した利用距離平均とキロ運賃をかけて、平均利用額を算出。

3） 適正平均利用額を算出 別表　３－１　③

 2）で算出した平均利用額がいくらになれば、22年度の営業損益（であい博効果除く）が黒字に

 なるか算出。

4） 適正キロ運賃を算出 別表　３－１　④

 3）で算出した、適正平均利用額を、2）の利用距離平均で割り、適正キロ運賃を算出。

5） 距離換算による運賃設定 別表　３－２～３－５

 実際の停留所間の距離に、4）の適正キロ運賃をかけて、停留所間毎の運賃を算出する。

○利用実態・分析と原価計算 別表　４－１～４－２１

１） 利用人数の算出 別表　４－１～４－６

 利用人数は、まずSF利用実績を算出。現金利用人数は、SFと現金の収入比率を算出、SF実績

　にその比率をかけて、現金利用人数を算出。SF利用実績と現金利用人数の合計を利用人数とす

　る。 

２） 運賃収入の算出 別表４－７～４－１４

　収入は、22年度の実収入を使用。時間別では、利用人数の比率で各時間別に配分。月別・天

　気別では、各月及び各天候日の実績を使用。 

３） 経費の算出 別表４－15～４－１８

　経費は、それぞれ運行便数の割合で振り分けする。 
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４） 停留所別負担額の算出 別表４－1～４－６

　３）で算出した各停留所毎の経費を降車人数で割り、停留所別の適正負担額を算出する。

５） 必要な運賃（１人あたり） 別表４－１９～４－２１

　不足分を補うために必要な運賃（1人あたり）とは、☆年間総合☆時間別☆月別☆天候別におい

　て、経費と収入の均衡を図るため利用者1人あたりに追加で負担していただく運賃。それぞれ実経

　費と実収入の差額を出し、その差額を利用人数で割ることで算出。　 

　－（マイナス）は、経費より収入が上回っているということで、1人あたりの運賃が安くなることである。

○運賃設定の戦略

　利用実態の分析により、年間、月間、平日、土日祝、天候、時間帯別の必要運賃が把握でき、

　赤字・黒字の時間帯等の実態が明らかになりましたのでこのデータを検討してまいります。また、

　赤字の時間帯、曜日等に対する増客施策・ダイヤ改正施策や運賃区間のあり方の参考データと

　して活用してまいります。

○適正運賃 別表　５

　適正運賃の考え方は、別表５「電車適正運賃の考え方」にお示ししたとおり、市内均一区間の値上

　げを認識していますが、過去の運賃改定による運賃値上げの効果は１年間程度であり、デフレ基調

　の現状では、運賃区間のあり方や更なる利用促進策等も含め慎重に検討していきたいと考えます。
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５． 路面電車の今後のあり方・目指すべき方向

◎事業者として最大限の努力をもって収支改善に取り組み、安全性を確保しつつ、

   県民の利便性の向上をはかり公共交通機関である路面電車を維持していく

○「利用者のニ－ズに応じたサ－ビスの提供」を目指します。

○「高齢者等交通弱者にやさしい路面電車」を目指します。

○「快適で、安全、安心な路面電車（車両空間、電停空間）」を

    目指します。

○「日本最古の路面電車」として「全国に発信できる高知県観光施策」

     を計画的に実施し観光客等の増客、増収を目指します。

○まちづくりのツールのひとつとして利用価値の向上を目指します。

来年度から団魂世代が65歳を迎え高知県全体人口はこれからも減少していくものの高齢者人口

は今後益々増加していきます。また環境･福祉型社会への対応がさらに求められていきます。

このような社会環境のもと、路面電車は今後の上記の取り組み等を、計画的に推進し、継続持続

していくことが至上命題となると考えています。

６． 増収策利用促進策 別表　６－１～６－３

１） 毎週金曜日の最終便延長

後免行・朝倉行・高知駅行の最終便延長と領石行、後免出庫便を増設

最終便用車両を夕方多客時出庫、夜の最終客の利便性を高め増客を図る

今回の計画ではまず金曜日実施。利用状況により実施日増加する。

２） パーク＆ライドの強化 （事業者・行政・量販店と連携）

鏡川橋駐車場１０台増設

現在の駐車場横の公園を支障がない範囲で活用

大型量販店への協力依頼（旭町・西高須・新木・北内等の各電停）
　　　
主旨に賛同（公共交通の維持・環境への貢献）をいただき、使用許可のお願　　
いをする。

企画商品（商品券と定期券の組み合わせ）の提案を行う。　
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３） サイクル＆ライドの強化 （事業者・行政と連携）

毎年４０台新設・増設

朝倉・鴨部・鏡川橋・蛍橋・旭町１丁目・上町５丁目・後免中町等

４） 高齢者定期「おでかけ電車６５」の販売強化

高齢者施設への営業活動　　　　量販店等にて窓口開設・販売

ホームページへの見やすい掲示

３ヶ月１８，０００円　　　６ヶ月３３，０００円

５） 高齢者運転免許返納者推進施策への協力 （事業者・県警と連携）

「おでかけ電車６５」３ヶ月を半額９，０００円で販売

県警とタイアップしての電車広告　　　ホームページへの見やすい掲示

高齢者施設への営業活動

６） 電車内広告モニター設置による広告収入の強化

テレビ局との連携により電車内広告モニター２２両設置（平成２４年１月より実施）
　　

７） 他県行政への電車広告売り込み（土電電車への広告）

土電電車車体を他県電車カラーにし、その県の観光ポスター等を車内に掲示

電車運行中の各県の事業者・自治体への営業活動

運行状況をホームページへ掲載

８） 高知県推進の５・２０運動との協調 （事業者・行政・ですかと連携）

ですか特定日割引（１割引き）を現在２０日のみを５日も行う

運動の情報発信、ホームページへの掲載　ですかパンフレットの配布

公共交通利用キャンペーンとの連携

９） 外国電車の営業運行、アテンダント乗車

観光客誘致のため外電を営業ダイヤに組み込み運行

営業運行に利用のため、通常利用者＋観光客に利用してもらう。（観光客分増収）

県内外へ情報発信（ホームページへ掲載）

１０）電停のバスターミナル化（実証実験的な取り組み）　　（事業者・行政と連携）

高知駅で実証実験として電車とバスの相互乗車を２４年度に実施

まずは当社内のバスとの結束 結果をふまえ随時実施していく（美術館通・いの等）
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１１）電車のスピード化 （事業者・県警・行政と連携）

優先信号でスピードアップが可能

交差点の状況明確化し、電車優先信号は県警交通規制課との協議（費用・設置

条件）を行っていく

乗降時のスピードアップ化のため電停改良（バリアフリー化・ノーガード電停整備）

１２）営業活動

地道なファンづくり・公共交通の利用促進・利便性強調・観光価値のアピール

公共交通利用促進キャンペーン・お得感の創造（割引・ポイント環境への貢献）

定期・割引制度等の商品パンフレット作成

以前実施した沿線戸別訪問活動実施

　　　時刻表・商品説明パンフレット配布・利用お願い

企業・学校等最寄施設に対し訪問活動

　　　５・２０運動協力依頼・時刻表・商品説明パンフレット配布・利用お願い

　　　電車を利用しての社会勉強（学生むけ一日乗車券）としての活用

１３）情報発信

ネットでの情報配信（ツイッターやＨＰの活用）　　

愛する会への協力要請

電停での時刻・運賃・乗換・乗継の分かりやすい案内

電車内での自社アピール（ポスター・電車内広告モニターの活用）

１４）設備整備・バリアフリー化対策 （事業者・行政の連携）

空間整備による利用促進・快適性の向上

低床車両の導入・車体更新・電停整備
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７． 経費削減策 別表　６－１～６－３

○大胆な減便によるダイヤ削減、縮小による収支均衡ラインについて

別表　７－１～７－２

削減案①

市内線10分・11分　駅桟橋線10分

ダイヤ内容 基本運転時分 東西線 終日10分・11分の間隔で運行

駅桟橋線 終日10分間隔で運行

経費削減効果　196,599千円

収入減少予想　397,194千円 差引営業損益は　200,595千円　悪化すると予想。

削減案②

市内線21分　駅桟橋線10分

ダイヤ内容 基本運転時分 東西線 終日21分の間隔で運行

駅桟橋線 終日10分間隔で運行

経費削減効果　241,935千円

収入減少予想　507,753千円 差引営業損益は　265,818千円　悪化すると予想。

ダイヤ削減による経費削減効果はあるものの、運送収入の減少が大きく上回ることが予想され、収

支均衡ラインを見極めることは大変困難であり、今後慎重な検討が必要と考えます。

○利用者減に対応したダイヤ見直し 別表　８

利用者減に対応したダイヤ改正として下記の減便ダイヤを平成２４年１０月から実施を計画しています。

①平日ダイヤ

基本運転時分

現　行： 伊野線21分、市内線4分～4分30秒、後免線13分～16分、桟橋線6分

改正案： 伊野線21分、市内線5分～5分30秒、後免線21分、桟橋線7分

昼間時間帯

現　行： 朝倉行き終日運行

改正案： 9時～15時の朝倉行き廃止
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朝のラッシュ時はある程度の便数を確保

現　行　： 30秒～4分

改正案： 1分30秒～4分

夕方のラッシュ時（市内線）

現　行：30秒～4分

改正案：4分～4分30秒

入庫車両

現　行： 蛍橋4両、後免14両

改正案： 蛍橋4両、後免10両

始発、終発は現行どおり

②土日祝ダイヤ

基本運転時分

現　行： 伊野線21分、市内線4分～4分30秒、後免線13分～16分、桟橋線6分

改正案： 伊野線21分、市内線5分～5分30秒、後免線21分、桟橋線7分

最終便を除き、朝倉行きを廃止

現　行： 朝倉行き終日運行

改正案： 最終便以外の朝倉行き廃止

入庫車両

現　行： 蛍橋4両、後免14両

改正案： 蛍橋4両、後免10両

始発、終発は現行どおり

経費削減効果　28,849千円

但し、以下の問題点が予想されます。

・雨天時ラッシュ時間帯の利用者増員時、特に後免線で満員で乗車できないお客様が発生する

　ことが予想されますが臨時ダイヤ便にて対応が可能と考えます。
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・昼間（9時～15時）の朝倉行き廃止と領石通から後免町間の減便に伴う逸走が出た場合は、減収

　になる恐れがあります。

○恒常的な経費削減

鏡川駅舎の業務簡素化に向けての仕業削減による恒常的な経費削減

安全確保・道路整備（軌道に車が落ちない対策）・蛍橋入庫車両等を考慮し、GPS・監視カメラ等の

導入を調査中、現行2仕業体制を1仕業体制にすることにより、経費削減を図ります。
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８． 金利交渉について

○現在までにおこなったこと

１） 金融機関に対し担当役員・経理担当者にて事業計画提出時等都度協力を依頼

２） 国の制度融資導入

○金利引き下げへの課題

１） 毎年事業計画による資金繰必要資金の確保

２） 資金調達は金融機関融資協力にたよるところが大

３） 経営状態の悪化による企業評価の低下

４） 担保差し入れ可能不動産の枯渇

５） 制度融資導入の限界（制度融資のほとんどは中小企業向け・当社は中堅企業）

６） 金融機関側のリスク回避、金利確保・融資金額の圧縮

７） 金融機関の事業者評価による金利設定

○結果

事業を継続して行くうえで資金確保が最優先であり、当社へ提示されている金利を受け

入れているのが現状であり、大きくは改善いたしておりません。

○今後

金利負担が当社の経営圧迫の要因になっております事は十分認識しており、今後も

公共交通の維持、県民の足の確保の重要性を訴えかけ、現在作成中の収支改善計

画をもって金融機関にお願いしてまいります。

結果についてはご報告をしていきたいと思います。

抜本的解決のためには事業者・金融機関だけでなく、行政の方にも御協力いただきな

がら解決していきたい。

９． 会社の覚悟・組合の覚悟　　

前述のとおり、路面電車をなくてはならないものに価値を上げていくためには相当な努力が

必要であり、不退転の覚悟をもって経営陣・従業員・組合が一致協力して行かねばならない。

経営陣がその認識を十分覚悟しているのはもちろんの事、組合に対して現状の説明を行い、

労使共に公共交通機関である路面電車の維持、向上にむけ協力して行く事を確認している。
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１０．具体的支援策の検討 別表　９－１～９－４

前述のように増収施策・経費削減施策を行いながら収支改善を行い公共交通である電車の

維持に努力していきます。また、安全性、利便性の確保向上のため適切な設備投資・修繕・

保全を行っていかねばなりません。

損失補填の考え方や、みなし上下分離方式である設備・修繕費・保全費・固定資産税支援

等いろいろ考え方はありますが、当社が考えます案としては、別紙のとおりの適切な設備投

資・修繕保全費・固定資産税に対しての支援策を考えておりますが、委員の皆様のご検討・

ご教示をよろしくお願い致します。

もちろん、支援をお受けする場合は適切な設備投資・保全・修理であるか、支援内容は適

切かのチェックをうけるのは当然と考えます。また電車部門の会計の透明性にも努力してま

いります。
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